
資料５－２

広島港海岸直轄海岸保全施設整備事業



海岸事業の再評価項目調書 
 

 事 業 名 （ 箇 所 名 ）   直轄海岸保全施設整備事業（広島港海岸） 

 実 施 箇 所   広島県広島市、安芸郡海田町 

 該 当 基 準   社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業 

 主 な 事 業 の 諸 元   護岸（改良）、堤防（改良）、陸閘 

 事 業 期 間    事業採択  平成17年度  完了  令和5年度 

 総 事 業 費 ( 億 円 )   231 

 

 残 事 業 費 (億 円 )   49 

 目 的 ・ 必 要 性  
高潮による浸水や、大規模地震後の液状化とそれに伴う堤体変状、および津波による被害の
軽減を図るため、護岸（改良）、堤防（改良）等を整備する。 

 便 益 の 主 な 根 拠  

 浸水面積：444ha 

 浸水戸数：9,870戸 

 浸水区域における一般資産等評価額：3,833億円 

 
事 業 全 体 の 
投 資 効 率 性 

 

 基準年度  令和元年 

 B：総便益(億円) 3,222  Ｃ：総費用(億円) 304  全体Ｂ／Ｃ 10.6 

 B－Ｃ 2,918 

 

 ＥＩＲＲ(%) 37.7 

 

 

 残事業の投資効率性   B：総便益(億円) 259  Ｃ：総費用(億円) 45  継続Ｂ／Ｃ 5.8 

 感 度 分 析  

                 事業全体のＢ／Ｃ  残事業のＢ／Ｃ 
 需    要（-10％～+10％）   （9.5～11.6）   （5.2～6.4） 
 建 設 費（+10％～-10％）   （10.4～10.7）   （5.3～6.4） 
建設期間（+10％～-10％）   （10.5～10.7）   （5.7～5.9） 

 事 業 の 効 果 等  
高潮による浸水被害を軽減することが可能となる。また、地震による海岸保全施設の沈下等
の変状を抑制し、地震後の津波や高潮による浸水被害を軽減することが可能となる。 

 社会情勢等の変化  前回評価以降、大きな社会情勢の変化はない。 

 主な事業の進捗状況   総事業費231億円、既投資額182億円。令和元年度末時点 事業進捗率78％ 

 事業の進捗の見込み   令和5年度に整備完了予定 

 
コスト縮減や代替案 
立 案 等 の 可 能 性 

 

・既設護岸の改良に伴い発生する捨石、土砂を資材として再利用することでコストを縮減。 
・背後者の関係者調整を行い、コンクリート打設を「海上施工」から「陸上施工」に変更すること
でのコストを縮減。 

 

 

 

 

 

 

 対 応 方 針 ( 原 案 )   継続 

 対 応 方 針 理 由   効率的な事業の実施を図ることにより、十分な投資効果があると判断されるため。 

 そ の 他  

（その他の指標による効果） 

・人的被害の軽減 

・背後地域住民の精神的被害の軽減 
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「事業再評価」
広島港海岸直轄海岸保全施設整備事業

令和元年9月
国土交通省 中国地方整備局
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①事業の必要性等の視点
１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

２）事業の投資効果
費用便益費（Ｂ／Ｃ） ＝ 10.6（事業全体） 5.8（残事業）

３）事業の進捗状況
◇総 事 業 費 ： 231億円 （既投資額：182億円）
◇残 事 業 費 ： 49億円
◇事業進捗率 ： 78％ （令和元年度末）

②事業の進捗の見込み

【今後の対応方針（原案）】
上記（１）、（２）の各視点により、事業の投資効果が見込まれると判断できることから継続が妥当

（１）再評価の視点

（２）海岸管理者（広島県）への意見照会結果
◇対応方針（原案）については、異存なし。
広島港海岸については、過去に大型台風による深刻な高潮浸水被害が繰り返し発生しています。また背後にゼロメートル市街地を抱えていることから、想定され
る最大クラスの地震・津波への減災対策は重要な課題と認識しております。したがって、引き続きコスト縮減に努めていただくとともに、早期完成に向け、確実に整備
を進めていただきたい。

◇大きな変化なし

③コスト縮減や代替案立案等の可能性
◇既設護岸の改良に伴い発生する捨石、土砂を資材として再利用することでコストを縮減。
◇背後者の関係者調整を行い、コンクリート打設を「海上施工」から「陸上施工」に変更することでコストを縮減。

◇中央西地区（観音）については2011年度〈平成23年度〉に完成。事業全体は2023年度〈令和5年度〉完了予定。

広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業1.今後の対応方針（原案）
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項 目
判 定

判断根拠 チェック欄

事業を巡る社会経済情勢等の変化

事業の効果や必要性、周辺環境に変化がない 大きな変化なし
変化なし

■
変化あり

□

前回評価からの事業費・事業期間の増加 増加なし
10％以内

増加
10％超え

事業費の増加
全体事業費：183億円（2017〈H29〉評価時） → 231億円（今回評価時） 26％増
加

□ □ ■

事業期間の増加
2005年〈H17〉～2020年〈R2〉（16年：2017〈H29〉評価時） → 2005〈H17〉年～
2023〈R5〉年（19年：今回評価時） 19％増加

□ □ ■

前回評価からの費用対効果分析に関する影響要因の変化等

費用便益分析マニュアルに変更がない なし
変更なし

■
変更あり

□

需要量の変化（需要量等の減少が10％以内）

広島港海岸の浸水区域内の需要量等の変化が小さい。
人口：20,735人(H22国勢調査) → 22,143人(H27国勢調査) 変化割合＋6.8％
世帯数：9,185戸(H22国勢調査) → 9,870戸(H27国勢調査) 変化割合＋7.5％
従業員数：19,545人(H24経済センサス) → 19,000人(H26経済センサス) 変化割

合－2.8％

10％以下
■

10％超え
□

下記のうち、一方もしくは両方を満たしている
・事業費に対して費用対効果分析に要する費用
が大きい
・前回評価時の感度分析における下位ケース値
が基準値を上回っている

直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用 0.5％ ＜ 基準値（1.0％）
前回評価時の感度分析下位ケース 18.2 ≧ 基準値（1.0）

満足している
■

満足していない
□

前回評価で費用対効果分析を省略していない
省略していない

□
省略している

■

その他の事由（重点的な評価が必要な特別な事由） 特になし －

判定案：事業進捗等に大きな変更がある事業

2.再評価の重点化・効率化判定票 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業
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広島港海岸は、地形的に南向きで、概して地盤高も低い
ことから、高潮の被害を度々蒙っている。
太田川のデルタ地域に発達した市街地は埋立等により
発展してきた歴史を持ち、地震に対して脆弱な地域である。

3.事業位置図 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

府
中
大
川

太
田
川 天

満
川

旧

田
川

太 川

元
安

広島湾

広島市

中央西地区

中央東地区

矢野

船越吉島江波観音

放
水

路 凡例：

河川直轄整備区間

河川補助計画区間

海岸直轄整備区間

海岸補助計画区間

その他の事業

広島港海岸

広島市

広島県
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◆広島県における高潮被害
太田川のデルタ地域に発展した広島市付近の沿岸域は人口や資産が集中しているが、台風
に伴う高潮の常襲地帯であり、広範囲において度々被害を受けてきた。
近年では、平成3年の台風19号来襲時に広島港の既往最高潮位を更新し、記録的な被害を
もたらした。また、平成16年の台風16号および18号も、広島県下に多大な被害をもたらした。

発生年月日 台風名

広島県下の被災状況 気象・海象状況

死 者
(人)

床上浸水
(棟)

床下浸水
(棟)

最高潮位
(D.L.+m)

最大瞬間
風速
(m/s)

1945.9.7(S20) 枕崎台風 2,558 24,168 28,358 － 45.3

1952.10.14(S26) ルース台風 166 5,726 17,863 － 49.0

1991.9.27(H3) 台風19号 6 3,005 9,162 4.76 58.9

1999.9.24(H11) 台風18号 5 141 1,033 4.71 49.6

2004.8.30(H16) 台風16号 0 1,379 5,799 4.74 28.0

2004.9.7(H16) 台風18号 5 860 3,128 4.61 60.2

2005.9.6(H17) 台風14号 0 240 1,741 － 32.1

2007.8.3(H19) 台風5号 0 1 102 － 25.0

広島港の既往最高潮位
を更新、記録的被害

広島港海岸において
多大な被害

※ 潮位は広島港、風は広島地方気象台の記録を示す。 ※ T.P（東京湾平均海面）を基準としたとき 広島港のD.L（最低水面）は－1.84m
※ 出典：広島県HP ※ 高潮以外の被害も含まれる。

4.過去の高潮被害① 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業
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◆平成3年台風19号による浸水状況
浸水状況図

※ 出典：広島市HP

※ 出典：広島市HP

観音

江波

浸水状況図

広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

吉島

◆平成16年台風18号による浸水状況

4.過去の高潮被害②

※既設護岸の崩壊

※既設護岸の崩壊

※背後への浸水
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□ 天端高の不足
港湾海岸における高潮対策が遅れており、計画天端高に満たない施設が多数あるため、高潮浸水
被害の発生リスクが高い。（平成１６年１８号台風等により甚大な被害発生）

□ 地震による堤体変状の懸念
30年以内に発生すると予測されている地震（東南海地震：70％程度、南海地震：60％程度）により、
既存施設に著しい変状が生じ、地震後の津波による甚大な被害の発生が危惧される。

◆課題

5.直轄事業実施の経緯 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業
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5.直轄事業実施の経緯 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

朔望平均満潮位
（H.W.L)

3.76m

潮位偏差

2.3m

モデル台風（伊勢湾台風
規模・ルース台風経路）

許容越波流量による
必要高さ

0.34～1.24m

モデル台風の設計波高により
許容越波流量を超えない高さを設定

代表堤防高 ＝

D.L.+6.4m～7.3m

＋ ＋

＝

◆平成14年に広島県が「広島沿岸海岸保全基本計画」を策定し、
整備の方向性として各地区の代表堤防高等を設定
広島港海岸における整備の方向性（防護面）

・未整備区間における施設整備
・機能不足及び老朽化施設の改良
・地震時の液状化対策、耐震性の向上

●高潮、津波に強い海岸の整備
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5.直轄事業実施の経緯 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

地区 既設護岸最低天端高
（事業化前） 計画天端高

中央西

観音 5.3ｍ 7.3m

江波 4.7ｍ 6.4m

吉島 5.6ｍ 6.7m

中央東

船越 6.0ｍ 6.6m

矢野 5.5ｍ 6.6m

高潮、津波、地震対策として、既設護岸天端高さより約0.6m～2.0m程度嵩上げを行うとともに、
液状化及び耐震対策を実施

◆広島県の計画を踏まえ、平成１７年度より直轄事業として
広島港海岸（中央西、中央東地区）の保全施設整備を事業化。
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6.事業概要及び経緯 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

地区 浸水面積(ha) 浸水区域内人口※
（人）

中
央
西

観音 124.3 39

江波 43.3 5,432

吉島 102.5 9,007

中
央
東

船越 8.5 724

矢野 165.0 6,941

合 計 443.6 22,143
※出典：H27d国勢調査(小地域集計)

◆事業の概要
・事業区間 ： 総延長１２．８km

（護岸:10.2km,堤防:2.6km,陸閘:1基）
（中央西地区（観音･江波･吉島）、中央東地区（船越･矢野））

・事業期間 ： 2005年度〈平成１７年度〉～2023年度〈令和５年度〉

・事 業 費 ： ２３１億円

・事業進捗率 ： 約７８％（事業費ベース）

中央西地区 中央東地区

H28d迄完了

未着手

観音

矢野江波

吉島

船越

計画対象防護区域(浸水面積)

H29d～H30d迄完了
R1d着手中
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7-1.中央西地区（江波）の整備状況 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

平成31年2月撮影

N

事業内容の見直し①

H28d迄完了

未着手

H29d～H30d迄完了
R1d着手中

D.L.+6.1

D.L.+6.7

整備前(既設護岸天端高D.L.+6.1)

整備後(護岸天端高D.L.+6.7)

整備中(場所打ちｺﾝｸﾘｰﾄ打設状況)
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7-2.中央西地区（吉島）の整備状況 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

整備中(新設前出し護岸整備状況)

D.L.+5.9 D.L.+6.5

整備前(既設護岸天端高D.L.+5.9) 整備後(護岸天端高D.L.+6.5)

平成31年2月撮影

事業内容の見直し③
H28d迄完了

未着手

H29d～H30d迄完了
R1d着手中
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7-3.中央東地区（矢野）宮下川の整備状況 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

JR矢野駅

小島橋 右岸

左岸

平成31年2月撮影

事業内容の見直し③

H28d迄完了

未着手

H29d～H30d迄完了
R1d着手中

右岸左岸

D.L.+5.0

右岸 左岸

整備前(既設護岸天端高D.L.+5.0)
D.L.+6.6

右岸左岸

整備後(護岸天端高DL.+6.6)整備中(新設前出し護岸整備状況)
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（陸閘更新）

8.事業内容の見直し① 中央西地区（江波） 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

当初、既設護岸と陸閘基礎を嵩上げすることにより既設の陸閘を流用する計画としていたが、実施にあたり背後企業との
調整の結果、営業活動・利用（海側への重量物の運搬）に支障が出ないようするため、陸閘の更新が必要となった。
･･･ 約1３.4億円の増加、24ヶ月の延伸

既設陸閘背後の企業活動に配慮するため、既設流用→更新へ変更

陸閘

（変更整備計画）

：更新… 27基
：流用… 31基
：廃止… 4基

（※見込み含む）

民地

陸閘（更新）

本体工
（コンクリート増打）

（当初整備計画）

民地

陸閘（流用）
基礎嵩上げ

本体工
（コンクリート増打）

陸閘更新既設護岸嵩上げ

既設護岸

（陸閘流用）
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【背後民地 吸出状況】

8.事業内容の見直し② 中央西地区（吉島） 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

（見直し後）土地利用計画の見直し（ふ頭用地の計画なし）

【整備フロー】

6ヶ月

設計見直し
関係者調整
12ヶ月

広島港港湾計画の改訂に伴う土地利用計画の見直しによる変更

基礎捨石
被覆石

鋼矢板
打設

本体工
舗装工

6ヶ月 12ヶ月

（当初）ふ頭用地の計画あり

【整備フロー】

基礎捨石
護岸嵩上げ
6ヶ月

（港湾整備）
整備なし

（海岸整備）
護岸新設

（港湾整備）
物揚場・ふ頭用地

（海岸整備）
基礎捨石
護岸嵩上げ

鋼矢板打設
（吸出対策）

当初、当該箇所に埋立計画があり、本事業では、既設護岸嵩上げ等の整備としていたが、埋立計画が廃止されたことから、本事業で護岸
の整備を行う必要が生じた。
既設護岸背後に民間の建物が近接しているため、許容越波を考慮した水叩きを既設護岸前面に確保し、さらに吸い出しによる沈下が発
生していることから、吸出対策（鋼矢板打設）を考慮した断面で整備することとなった。 ･･･ 約2３.7億円の増加、30ヶ月の延伸

基礎捨石

物揚場

裏込石
裏埋土

護岸嵩上げ

ふ頭用地

港湾計画改訂後

港湾計画改訂前

ふ頭用地
埋立計画

土地利用
計画見直し

基礎捨石

民地本体工

被覆石

基礎捨石

舗装工
（水叩き）

地盤改良工
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8.事業内容の見直し③ 中央東地区（矢野） 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

護岸の整備にあたり、当初は既設の橋梁を撤去せず、上流側は国道31号沿いから資材を搬入し、施工することとしていたが、地元から搬
入口周辺で渋滞や生活環境悪化の懸念があるとの意見があり、資材搬入箇所として了解が得られなかったため、施工方法を見直し既設橋
梁の撤去・復旧を行い海上から施工を行う必要が生じた。 ･･･ 約１０.9億円の増加、１３ヶ月の延伸
(当初)陸上施工

右岸側
右岸側 左岸側

左岸側

２ヶ月 ９ヶ月

【整備フロー】
工事用通路

（仮設盛土）設置
橋梁区間
施工

６ヶ月 1ヶ月 ９ヶ月８ヶ月

【整備フロー】

地元調整 設計見直し
関係者調整

橋梁区間
施工

床掘
（潮待ち施工）

工事用通路（仮設盛土）

台船から資材搬入

(見直し後)海上施工
搬入口

工事用道路
（仮設盛土）

橋梁撤去・復旧

住宅・事業所等が密集する市街地海岸のため、住民・利用者等に配慮した施工方法の検討・実施
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◆費用便益比（B/C）算出の流れ
総便益Ｂ 総費用Ｃ

便益の算定

※ 「海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）」（平成16年6月 農村振興局・水産庁・河川局・港湾局）に準じて評価を行う。

越波量の算定
(現況天端高)

高潮浸水範囲の算定

想定被害額の算定

年平均被害軽減期待額の算定

総便益Ｂの算定

●確率規模毎に算出
（10年確率波、20年確率波、30年確率波、
40年確率波及び50年確率波の5段階で算出） 総事業費の算出

維持管理費の設定

総費用Ｃの算定

費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出

9.事業の効果① 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業
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◆外力条件
越波量を算定する際の外力条件は、施設の計画外力を確率的に評価
（10年～50年確率）して設定した。

◆高潮浸水範囲の算定
上記外力条件について越波量を算出。レベル湛水法により浸水範囲を算定した。

潮位偏差(m)
10年確率 20年確率 30年確率 40年確率 50年確率
1.28 1.52 1.67 1.76 1.84

朔望平均満潮位(H.W.L.) D.L.+3.76m
波浪条件 各施設における計画波浪を確率的に評価した値を用いる

矢野

※ 50年確率の浸水範囲

9.事業の効果② 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

船越吉島江波観音
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◆年平均被害軽減期待額の算出
9.事業の効果③ 広島港海岸

直轄海岸保全施設整備事業

高潮による浸水範囲の算定（レベル湛水法による）

【Without】：海岸保全施設整備前 【With】：整備後 被害無し

・浸水深より被害率を把握
被害額 ＝

ﾒｯｼｭ資産額×被害率
・確率的に処理を行い、
被害軽減期待額を算出

40年確率
30年確率
20年確率
10年確率

50年確率

年平均被害軽減期待額

※ 観音地区の例
年平均被害軽減期待額（一般資産被害額）の算出

区間平均 年平均 年平均被害軽減額の累計
被害軽減額 超過確率 （＝年平均被害軽減期待額）

(億円) (億円) (億円)

0.90000

0.05000

0.01667

0.00833

0.00500
50年確率 1,410.9

153.5

344.5

746.0

1,204.6

55.9

20年確率 195.2

30年確率

50.3

58.0

63.7

70.0

76.0

493.8

40年確率 998.3

発生確率

10年確率 111.8

0.0－

被害軽減額

一般資産被害額×0.01

76.0億円

45.6億円

0.8億円

計 122.3億円

一般資産被害額×0.60公共土木被害額

公益事業被害額

橋、道路、公園等

電気、ガス、水道等

種別 被害箇所 算出方法 年平均被害額

一般資産被害額 家屋、事業所等
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9.事業の効果④ 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

■費用便益分析結果

■感度分析結果（B/Cによる分析）

項 目 事業全体 残事業

費用 (C) 304億円 45億円

事業費 281億円 41億円

維持管理費 24億円 4億円

便益 (B) 3,222億円 259億円

純現在価値 (B-C) 2,918億円 215億円

費用便益比 (B/C) 10.6 5.8

※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。
※本表中の額は、令和元年度を基準年として現在価値化した後のものである。

要因
事業全体 残事業

+10％ -10％ +10％ -10％

便 益 11.6 9.5 6.4 5.2

事業費 10.4 10.7 5.3 6.4

事業期間 10.5 10.7 5.7 5.9

費用便益分析の結果
○純現在価値(B-C)=2,918億円
○費用便益比(B/C)=10.6
となり、十分な投資効果があることが確認された。

-21-



捨石
処分→再利用

広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

【既設護岸】 【改良護岸】

土砂撤去
処分→再利用

埋戻し土砂
購入→再利用

10.コスト縮減
◆コスト縮減への対応
既設護岸の改良に伴い撤去する捨石、土砂を処分せず、改良後の基礎捨石、埋戻し材として再
利用することで、約1億円のコスト縮減を図っている。

基礎捨石
購入→再利用

ボートパーク

元安川

旧太田川

中央東地区（矢野）

中央西地区（吉島）
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広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

【海上施工】 【陸上施工】

10.コスト縮減

◆コスト縮減への対応
当初、コンクリート打設を「海上施工」としていたが、背後地の関係者・地元調整が整ったため
施工方法を見直し、「陸上施工」により約１億円のコスト削減を図っている。

+2.00

+6.50

+2.00

+6.50

背後地
（駐車場・公園等）

車 道
車 道

100tクレーン付台船

コンクリートポンプ車

背後地
（駐車場・公園等）

中央西地区（吉島）元安川右岸

-23-



事項 前回評価
（2017〈H29〉 再評価）

今回評価
(2019〈R1〉 再評価) 備 考

事業期間 2005年度〈H17〉～
2020年度〈H32〉

2005年度〈H17〉～
2023年度〈R5〉

事業年の変更

総事業費
（現在価値化前） 183億円 231億円 事業費の見直し

総費用(C) 201億円※ 304億円
総事業費の見直し
現在価値化の基準年変更
（2014〈H26〉→2019〈R1〉）

総便益(B) 4,069億円※ 3,222億円

一般資産額の見直し
2014〈H26〉 H21経済センサスをもとに算出

→2019〈R1〉 H26経済センサスをもとに算出
現在価値化の基準年変更
（2014〈H26〉→2019〈R1〉）

費用便益比
(B／C) 20.3※ 10.6

11.前回評価時との比較 広島港海岸
直轄海岸保全施設整備事業

※前回評価（2017〈H29〉）は、事業進捗等に大きな変化がなく、費用対効果分析を実施していないため、H26評価時の値を記載。
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広島港海岸直轄海岸保全施設整備事業

〔広島県への意見照会と回答〕
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